
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2024年度 事 業 報 告 書

盤趨壁鐘!量動L亜翡鍾ユ蔓ヨ■

1 事業の成果

令和 6年度は、外国人支援のための相談事業や地域日本語教育に関する受託事業を中心に活動し、在

住外国人支援のための事業を継続して行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 154,285 】千円)

事業名 事業内容 日時 場所
従事者
人数

賞盃
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千円)

多言語による
相談事業

在住
事業
σ)本目

外国人のための支援
を受託 し、多言語で
談対応を実施

4月 ～

3月

東京都内

及び全国
27人
在住外国

人
7000人 132,510

地域 日本語教
育事業

自治体と協力し在住外国
人のための地域 日本語教
育の充実を図る活動実施

4月 ～

3月

東京都内

及び全国
5人

日本語ボ

ランティ

ア等

100人 6,638

自治体等連携
事業 多文化共生の地域づくり

のための研修事業

4月 ～

3月

江戸川区

他
4人

東京都内

自治体、

在住外国

人等

250人 10,726

実 践 協 働 研
究 。その他事
業

やさしい日本語の普及・
海外視察研究事業

4月 ～

3月

千代田区

他
20人

東京都内

自治体、

在住外国

人等

200人
4,409



書式第 13サ (法第28条関係 )

2024年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
事業報告用

単位 :円

:】 経 常 収 益
1 受取会費
正会員受取会費

315,000

315,000

2 受取害附全
受取寄附金

■050,000

l.05(),000

3 受取助威全椰
JCIE日 本国際交流センター

かめのり財団

14.205,400

1,000,000

15.205,400

200.976,1

193.650,7981

7,108,275

多言語に よる相談事業

地域 日本語教育事業

5 その他の収姜
雑収入

15,702

15,702

:収 益 計 226.562.276

饉 常 費 用

`薬
費

給料千当

法定福利費

福利厚生費

111,210,574

6,198,382

865,600

10, 251

1

通信運搬費

広告宣伝費

旅費交通費

消耗品費

印刷製本費

地代家賃

租税公課

業務委託費

雑費等

(2)
6,645,2491

1,275,197

9,635,509

154.285.975

通信運搬費

広告宣伝費

旅費交通費

消耗品費

印刷製本費

地代家賃

租税公課

支払報酬料

業務委託費

減価償却費

雑費等

1,774,298

216.500

103,111

215.296

384,125

792,000

15,540,500

1,617,200

528,000

67,872

781.566

1

2.100,000

(2)

役員報酬

給料手当

法定福利費

福利厚生費

19,965,0711

4,791,907

121,603

50.“0.349

B

費  用 204.925.324

当 期 経 常 」 減 額  【A ― 【B】 ( 21.636.952)

過年度損益修正益

災害損失

損益修正損

正 34 118

10,903,104



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2024年度 貸借対照表
事業報告用

特定非営利活動法人 国際活動市民中心

資 産 の 部

86,308,流動資産合計

現金預金

未収金

前払費用

66,669,419

19,639,058

(1)

車両運搬具

什器備品

13,

13,835ソフ トウェア

(2)無形固

【A】 資 産 合 計 ①+② 86,322,314

)部

未払金

未払費用

前受金

預り金

未払法人税等

未払消費税等

1,418,029

12,581,409

25,000

1,305,110

10,900,700

27.247,

1 017,100

超負.

B‐-1

③+④ 27,247,348

正 味 財 産 0瑯
48,341,118

10,733,848当期正 減額

前期繰越正味財産額

B‐…2

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 86,322,31

汁 ・・・③
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2024年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人国際活動市民中心

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 2日 最終改正 PヽO法人会計基準協議会)
によつています。

(い 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
パソコン・・・・定率法を採用しています。
無形固定資産

会計ソフト・・・定額法を採用しています。

(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途が制約された寄付金等は以 下の通りです。
当法人の正味財産は59.074,966円 ですが、そのうち1,000,000円 は下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は58,074,966円 です。

4.固 定資産の増減内訳

科 目
多言語による
相談事業

地域 日本語

教育事業

目治体等
連携事業

実践協働研究・そ
の他事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
: 受取会費
2 受取寄附金 (会員より)
3 受取助成金等

` 事業収益5 その他収益

14,205,400

193,650,798 7,108,275 9,217,101

1,000,000 15,205,400

209,976,174

315,000

1,050,000

15.702

315,000

1,050,000

15,205,400

209,976,174

15.702

経 常収 益 計 207.856.198 7.108.275 9.217.101 1.000.000 225.181.574 1.380.702 226.562.276

Ⅱ 経常費用
い)人件費
給料・報酬手当
法定福利費
福利厚生費
謝金

107,603,674

5,802,272

460,000

4.415.022

4,033,200

2.401.090

2,573,700

396,110

2.955.235

405,600

1.224.904

114,210,574

6,198,382

865,600

10.996.251

22,365,071

4,791,907

121,603

1.010.000

136,575,645

10,990,289

987,203

12.006.25

人件 費 計 118.280.968 6.434.290 5.925.045 1.630.504 132.270.807 28.288.581 160.559.388
(2)その他経費
通信運搬費
広告宣伝費
旅費交通費
消耗品費
印刷製本費
地代家賃
租税公課
支払報酬料
業務委託費
減価償却費
雑費 等

6,348,678

922,170

4,124,489

260,578

220,728

1,023,000

100,000

635,300

594,950

12,850

6,776

103,528

10,055

3,150

68,058

240,336

346,251

3,716,376

27,861

219,750

200

250,71

43,385

1,691,l16

4,114

2,416

330,000

708,341

6,645,249

1,275,197

9,635,509

302,608

446,044

1,023,000

100,200

965,300

0

1,622,061

1,774,298

216,500

403,411

215,296

384,125

792,000

15,540,500

1,647,200

528,000

67,872

781,566

8,419,547
1,491,697

10,038,920

517,904

830, 169

1,815,000

15,640,700

1,647,200

1,493,300

67,872

2,403,627

そ の他と 費 計 14,229,893 204,417 4,801,486 2,779,372 22,015,168 22,350,768 44,365,936
経 常普 用計 132_510.861 6_638_707 10.726.531 4_409_876 154_285.97 50_639.3` 204_925.324
当期 経 常 月 減 額 75.345.337 469.568 △ 1.509.430 △ 3.409.876 70.895. △ 49.258.647 21.636.

肉 谷 期 首残 高  l 当期増加 額 当期 減少額 期 末残 高 備 考

14,205,400

0

800,000

250,000

0

1,000,000

0

0

合 計

JCIE日 本国際交流センター
かめのり財団
受取寄附金 (会員より)
受取寄附金 (会員より)

O1   15.205.400 14.205.400 1.000.000

多言語による相談事業
翌期自主事業に使用予定
実践協働研究事業
地域日本語教育事業

科 目 期首取得価額 l  取得 減 少

有形固定資産

器具備品

無形固定資産
ソフトウェア

合計

353,

l18,

:

2601

5801

353,

118,

l

2601

5801

353,258

104,745

2

13,835

471.8401 0 471 .8'401 458_00: 13_887



書式第 17号 (法第28条関係 )

2024年度 財産目録
特定非営利活動法人国際活動市民中心

現金預金

手几現金

三菱UFJ銀 行 武蔵境支店 普通預金
-1井住友銀行 阿佐ヶ谷支店 普通預金
西武信用金庫 神田支店 普通預金

66,669,419

959,793

52,568,396

10,965,341

2,175,889

未収金

多言語による相談事業

地域日本語教育事業

自治体等連携事業

1    19,639,0581

15,708,275

2,876,432

1,054,351

(1)

什器備品

パソコン2台

(2)
ソフトウエア

会計ソフト

13,835

【A】 資 産 合 計 ①+② 86.322.314

-1

1

未払金

多言語による相談事業他

1,418,029

1,418,0291

未払費用

3月 分給与・謝金 。その他経費

12,581,409

12,581.409

未払法人税等

未払法人税等

未払消費税等

11,917.800

10,900,700

1,017,100

前受金

2025年 度分会費

25,000

25,000

預り金

源泉徴収税

1,305,110

1,305,1101

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 27.247

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 59,074.



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 6年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 国際活動市民主主

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

晰以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 監事

オオクホ
゛
  カス
゛
オ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日大久保 和夫

2 o監
事

/,r" al 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年  月  日阿部 裕

3

⌒

、理事メ監事
セキ  ソウスケ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年   月 日

日年 月関 聡介

4
ノ´
~｀
ヽ

ヽ壁事ノ監事
オオタ  サナエ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年 月

月

日

日年太田 早苗

5 ∈)監事
イトウ  スケロウ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年

年

月

月

日

日伊東 祐郎

6 監事

ニイ  ミト
゛
リ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年  月  日新居 みどり

7
⌒

、塁ジ・監事
シマサ
゛
キ  ユミコ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年  月  日島崎 弓子

8 監事

ノヤマ  ヒロシ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年  月  日野山 広

9 o監
事
ヤマニシ  ユウシ

゛
令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年   月 日

日年 月山西 優二

10 監事
アオヤキ
゛
  リツコ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年  月  日青柳 りつ子



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 6年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 市民中心

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

画以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

11 饉)監事
マンナミ  エリ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年  月 日

日年   月萬浪 絵里

12
⌒

≪壁妻′監事
カメイ レイコ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年

年

月

月

日

日亀井 玲子

13

⌒

ヽ壁妻ノ監事
オオヌキ  チエコ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年  月  日大貫 智恵子

14(

イシツ
゛
カ  マサヤス 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年 月

月

日

日年石塚 昌保

15 理事
オカ
゛
ワ  コウイチ 令和 6年 4月 1日

令和 6年 5月 30日

年

年

月

月

日

日小川 浩一

16 理 事

フカヤ  ユタカ 令和 6年 5月 31日

令和 7年 3月 31日

年

年

月

月

日

日深谷 豊

17 理事 C
イワタ  クミ 令和 6年 4月 1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年  月  日岩田 久美

18 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

19 理事・監事
年 月

月

日

年 日

年  月  日

年  月  日

20 理事 。監事
年  月  日

年  月  日

年   月 日

日年 月

理)・監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人__回旦塁週L立量血 L________

氏   名

1
大久保 和夫

2
黒澤 玉夫

3
伊東 祐郎

4
山邊 真理子

5
島崎 弓子

6
阿部 裕

7
藤田 琢磨

8
新居 みどり

9
野山 広

10
関 聡介

11
河北 祐子

12 高橋 ちさえ




